
市川市の給与・定員管理等について

1　職員の構成

　平成２７年４月１日現在、市川市に在職する職員は、３，２３７人で、市民生活にかかわるさまざまな仕事に携わっています。

市行政の部門別職員構成はグラフ１、職種別の職員構成はグラフ２のとおりです。

議会 19人0.6%
総務企画

459人 14.2%

税務 122人 3.6%

民生 724人

22.4%

衛生 330人

10.2%

商工・労働 28人

0.9%

農水産 18人

0.6%

土木 321人 9.9%

教育 385人

11.9%

消防 512人

15.8%

下水道事業等

319人 9.9%

部門別職員構成 3,237人

一般行政職

1,578人 48.7%

技能労務職 262

人 8.1%

福祉職

429人 13.3%

消防職

509人 15.7%

税務職

147人 4.5%

看護・保健職132

人4.1%

教育職 63人

1.9%
医師・医療職

117人 3.7%

職種別職員構成 3,237人
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２　総括

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

　人件費とは、一般職員に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当の他、共済費(社会保険料

の事業主負担分に相当するもの)などを含む経費の合計をいいます。

平成26年度の普通会計決算における人件費の状況は下表のとおりです。

歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率

Ａ Ｂ

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　平成26年度普通会計決算の状況は下表のとおりです。

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は平成26年4月1日現在の人数であり、(    )は短時間勤務を含む再任用職員で外書です。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれています。

区分

平成26年度 3,874,000千円472,757人

Ｂ／Ａ

（参考）

平成25年度の人件費率

129,034,659千円 22.8%22.8%29,397,956千円

(参考)一人当たり給与費

Ｂ／Ａ

7,382千円

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

6,511千円

給 与 費

12,242,813千円

住民基本台帳人口

(平成27年1月1日現在)

　　　　　計　　　　Ｂ給　 料

2,965人

期末・勤勉手当

職員数

Ａ

(252人)
4,839,720千円 21,887,972千円4,805,439千円

職員手当

職員手当

給
与費
243億

8,501

期末・勤勉手

給
料

給与費
のうち
55.5%

給与費のうち 24.5%
(59億7,854万円) 給与費のうち 20.0%

(48億6,711万6千円)

職員手当

給与費
239億7,787万円

期末・勤勉手当

給 料
給与費のうち 57.6%

(138億1,651万8千円)

給与費のうち 23.7%
(56億8,159万4千円)

給与費のうち 18.7%
(44億7,975万8千円)

職員手当

給与費
235億3,069万円

期末・勤勉手当

給 料
給与費のうち 56.8%

(133億7,515万7千円)

給与費のうち 22.7%
(53億4,237万6千円)

給与費のうち 20.5%
(48億1,315万7千円)

職員手当

給与費
229億5,719万3千円

期末・勤勉手当

給 料
給与費のうち 56.9%

(130億5,681万9千円)

給与費のうち 21.6%
(49億5,994万8千円)

給与費のうち 21.5%
(49億4,042万6千円)

職員手当

給与費
225億4,611万9千円

期末・勤勉手当

給 料
給与費のうち 55.9%

(126億1,232万4千円)

給与費のうち 21.7%
(48億8,403万1千円)

給与費のうち 22.4%
(50億4,976万4千円)

職員手当

給与費

222億3,182万5

千円

期末・勤勉手当

給 料
給与費のうち 56.0%

(124億5,179万4千円)

給与費のうち 21.2%
(47億2,038万8千円)

給与費のうち 22.8%
(50億5,964万3千円)

職員手当
期末・勤勉手当

給与費
218億8,797万

2千円

給 料
給与費のうち 55.9%

(122億4,281万3千円)

給与費のうち 22.1%
(48億3,972万円)給与費のうち 22.0%

(48億543万9千円)
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　（３）ラスパイレス指数の状況

(注) １　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差

　　　　　による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

　　　※平成27年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、

　　　　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

【③の理由】

平成19年4月に1年遅れで給与構造改革を実施したことや、本市の給料表が独自であり、国家公務員俸給表

よりも昇給間差が大きく、最高号給も国より大きい級があること等が要因と考えられます。

【改善の見込み】

  平成26年10月1日から本市独自の給料表を国家公務員の俸給表を基本とした給料表に改め、昇格基準及び

勤務評定制度等の抜本的・総体的見直しを図ったところです。

新給料表に移行するに当たり、直近上位の号給に移行させたこと等により、平成27年のラスパイレス指数

が一時的に上昇しましたが、今後は多少時間はかかるものの給与水準は適正な水準となることを見込んで

います。

　（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給

割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

〔　　実施　　　未実施　　　〕

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、

その理由

【理由】

平成28年1月1日から国と同様に給料表の水準を平均で2%（最大4.65%）引き下げました。

なお、激変緩和措置として平成30年3月31日まで現給保障を実施しています。

国家公務員

(H21)

103.2

(H21)

99.6 (H20)

98.4

(H26)

103.4

(H25)

108.3
(H26)

98.6
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H24.4.1

103.9

H24.4.1

100.3 H24.4.1

98.8

H25.4.1

103.0

H25.4.1
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②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国基準１０％に対し、本市においても１０％を支給

　（５）特記事項

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成28年1月1日実施）
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

廃棄物処理業者 歳 円

調理士 歳 円

用務員 歳 円

自家用自動車運転手 歳 円

歳 円

円 円

円 円

円 円

円

円

※
※

※

③　幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １．「平均給料月額」とは、平成２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計

　　　　したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされています。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

うち用務員

千葉県

52.3

52.2

国

うち清掃職員

民　　間

－

51.9

52.2

52.8

50.2 2,994

361,398

78

2452.6

Ａ／Ｂ
平均給与月額

（Ｂ）

200,300

1.68

－

1.48

2.17

類似団体

2.57

うち学校給食員

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成24年～26年の3ヶ年平均）
技能労務職と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみの数値であるのに対し、民間データは短期雇用のアルバイトや派遣職員等も含
んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致しないこと、また、本市データは平成２７年４月の状況であるのに対し、民間データ
は平成２４年から３年間の平均値であり比較時点にも差異があるので、その点を考慮の上ご参照下さい。
年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・
勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

2,909,500

356,850

－

参考

1.28

289,500

286,500

2.12

364,101

平均給与月額
（国比較ベース）

356,399

328,318

408,837

438,200

414,569

436,284

373,485

－ 408,996334,283

うち学校給食員

うち用務員

年収ベース（試算値）の比較

40.0 316,623

平均給与月額

7,682,048

－

6,866,572

54.6

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

321,373

423,877

国

416,393

うち自動車運転手

423,531

平均給料月額

262

職員数

452,641

平均給与月額
（Ａ）

376,067

43.5

41.8

市川市

公　　務　　員

464,793

423,362369,367

464,739

124

377,586

485,379

369,140

435,624

388,444328,514

うち学校給食員

区　分

平均年齢

市川市

千葉県

類似団体

区　分

市川市

区　分
民間
（Ｄ）

公務員
（Ｃ）

うち清掃職員

－

市川市

44.9

区　分

市川市

平均年齢

うち用務員

3,952,300

3,876,600

1.94

類似団体 48.3

－

うち清掃職員

－

289,141

48

Ｃ／Ｄ

527

営業用バス運転手

参　　考

57.8

平均年齢

43.9

平均給与月額
（国比較ベース）

43.8 349,033

平均給料月額

2.52

326,573 375,264

323,064

対応する民間の類似職種

375,779

52

417,689

7,004,488

1.77

219,700

42.3

－

2,774,400

363,125

420,795

417,759

343,338

42.1

43.6

うち自動車運転手
48.2 364,500

うち自動車運転手
4,374,400 1.71

7,478,768 円

区　分

千葉県

5



（２）職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

　学校卒業後すぐに採用された者の初任給月額は下表のとおりです。

円

一般職  174,200 円

円 円 円

円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

　一般行政職、技能労務職、教育職の経験年数別、学歴別の平均給料月額は下表のとおりです。

円 円 円 円

円 円 円 円

円

円 円

(注) 経験年数には、採用前に民間勤務歴がある場合等、その期間を換算し採用後の年数に加算した年数も含まれます。

238,350

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

該当なし

決 定 初 任 給

該当なし

434,915

393,800

369,638

354,127

該当なし

322,800

410,587

経験年数２５年 経験年数３０年

180,800
総合職  181,200

区　　　         分 経験年数１０年

教　育　職
大　学　卒

372,943

経験年数２０年

該当なし

技能労務職

技能労務職

中　学　卒 131,500

145,800

182,800

中　学　卒

大　学　卒

円

146,500

該当なし

312,480

国

円

142,100

千葉県

144,200

375,333

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

133,000

262,270
一般行政職

高　校　卒

該当なし

高　校　卒

該当なし

該当なし

148,200

市　　川　 市

高　校　卒

一般行政職

区 分
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 (平成27年4月1日現在)

　一般行政職の級別職員数とその構成は下表のとおりです。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

 (注) １．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　 ２． 6級以上の職員には、職務の特殊性に基づき管理職手当が支給されます。

　　　 ３． (      ) 内は、短時間勤務を含む再任用職員で外書です。

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

475,000

500,600

137,600 －

(100%)
100%

1.3%

職員数 構成比 5年前の
構成比

1年前の
構成比

　　地方公務員法第40条に基づき、職員に対して、昇給日（1月1日)前1年間の勤務成績の評定を実施。所属長が5
段階で絶対評価し勤務成績の証明を行う。勤務成績に応じて昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給
数を決定することができる。

 (100%)
100%

参考

244,900

90,800円～
101,500円

465,600

79,900円～
89,900円

546,700

187,70010.0%

5.0%

(89.2%)
14.8%

 (100%)
100%

1.8% 2.1%

(90.8%)
9.3%

(3.0%)
9.6%

－

354,700

8.3%

(7.4%)
13.4%

37.8%

400,800

413,600

(9.2%)
12.7%

322,100

290,700

(6.6%)
13.4%

1.3%

(5.1%)
7.6%

(1.5%)
33.7%

367,500

(0.5%)
1.3%

1.7%

(2.9%)
7.8%

1.8%

(198人)
1,544人

86人主事

主任主事

主任

195人

(3人)
521人

5.6%

12.6%

436,300

最高号給
の給料月額

1号給の
給料月額

414,100

(83.8%)
14.4%

36.5%

9.4%

27人

(10人)
118人

6級

－

57,900円

66,100円～
75,500円

管理職手当額

計

(13人)
206人

20人部長

主幹

区分
標準的な
職務内容

1級

副主幹

(166人)
223人

主査

課長

8級

7級

3級

2級

9級

次長

－

－

17.2%

308,000

224,600

263,500

9.6%

(6人)
148人

5級

4級

１級

5.6%
１級

5.0%
１級

1.3%

２級

12.6%
２級

10.0%
２級

9.6%

３級

14.4% ３級

14.8%
３級

9.3%

４級

9.6% ４級

9.4% ４級

17.2%

５級

33.7%
５級

36.5%
５級

37.8%

６級

13.4%
６級

13.4%
６級

12.7%

７級

7.6%

７級

7.8%
７級

8.3%

８級

1.8%

８級

1.8%
８級

2.1%

９級

1.3%

９級

1.3%

９級

1.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

　期末・勤勉手当は、民間企業の賞与などに相当するものです。職員に支給された割合は下表のとおりです。

1人当たり平均支給額（平成26年度） 1人当たり平均支給額（平成26年度）

千円 千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ・役職加算 ・役職加算

・管理職加算 ・管理職加算

(注) 　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当（平成27年4月1日現在）

　職員が退職した場合に支給される退職手当は、退職時の給料月額に退職事由や勤続年数に応じた一定の率を乗じて得た額

になります。

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額です。

応募認定・定年 応募認定・定年

10％～25％

34.5825

勤勉手当

1,494

25.55625

5％～20％

期末手当

国

1,678

5％～20％

49.59

20.445

49.59

41.325

7,561

49.59

自己都合

5％～20％

49.59

41.325

25.55625

22,776

20.445

市　　　　　　　　　　　川　　　　　　　　　　　市 国

（　 １．４５）月分

29.145

49.5949.59

29.145

（　 １．４５）月分

15％・20％

自己都合

（　０．７０）月分

34.5825

勤勉手当

（　 １．４５）月分

　　地方公務員法第40条に基づき、職員に対して、基準日（9月30日及び3月31日）前6ヶ月間の勤務成績の
評定を実施。職責に応じて、業績、公務員倫理、コミュニケーション、正確さなどの各項目について、5段階で
絶対評価する。評価点数に応じて勤勉手当の成績率を決定する。

２．６０月分２．６０月分 ２．６０月分

期末手当

１．５０月分

（　０．７０）月分 （　０．７０）月分

１．５０月分

期末手当

千葉県市川市

１．５０月分

勤勉手当
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（３）地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

％ ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数） ( )

(注)支給対象職員数の(      ) 内は、再任用短時間勤務職員で外書です。

(注)地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の

給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（1+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

（４）特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

％

(注)支給実績は、26年度の普通会計決算額です。

（５）時間外勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

（注）職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成26年度決算）と同じ年度の4月1日現在の総職員数

（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

千円 日額５００円

千円

災害応急作業等手当 災害発生時等に現場作業に従事した職員 土のう積載等業務等 185

-

日額１７０円、２２０円

日額７，０００円

日額２８０円

千円

千円

千円

千円

1,326,619

支給実績
（２６年度決算）

103.8

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

-

-

3,589

11,978

1,138

393

22

238

千円

千円

千円

千円

64

3,213

98

-

-

-

左記職員に対する支給単価

千円

千円

千円

251

178

千円

千円

千円

千円

53,266

国の制度（支給率）

10

千円

266

財産取得交渉手当

社会福祉指導手当

主な支給対象業務

守衛業務手当

行旅死病人取扱

放射線取扱手当

412,378

葬儀作業

369

385

1,017,841

１勤務２６０円

１回３００円千円

千円

特定化学物質取扱手当

予防接種に従事した保健師、看護師

１件当たり２，５００円、３，５００円

財産の取得交渉に従事した職員

3,237人 (231人)

調査手当

行旅死病人取扱手当

支給実績（平成26年度決算）

支給対象地域

土木作業手当

手当の名称 主な支給対象職員

10

滞納処分手当

水洗便所、浄化槽検査指導手当

心身障害者訓練手当

潜水作業手当

-

270

採血、生化学検査病院、介護老人保健施設に勤務する職員

特別救助隊員業務

動物死体処理作業手当

992,031

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

支給実績（平成26年度決算）

消防職員

消防職員

飼育作業手当 動物園に勤務する職員

潜水作業消防職員

消防職員

113

3,035

消防特別救助隊員手当 消防職員

消防夜間特殊業務手当 １回２６０円

機関勤務手当

8,939

581

夜間特殊業務

１勤務１８０円、２２０円千円

千円

千円

千円13,384

533

心身障害者指導訓練

施設勤務

日額２００円

１回１４０円～５００円

支給実績（平成25年度決算）

エックス線放射線取扱

法に規定する一類～三類感染症

深夜にわたった看護、介護

作業環境が特殊な施設等に勤務する職員

結核患者の健康相談、指導

診療、救護、保健指導

結核患者の健康相談、指導に従事した職員

動物死体の処理作業に従事した職員

予防接種業務

感染症の消毒作業に従事した職員

ごみの収集、処理等業務

千円 日額２００円

１回３，４００円、６，８００円

財産の取得交渉

心身障害者指導訓練に従事した職員

エックス線等の取扱に従事した職員

医療施設等の医師、歯科医師

行旅死病人の収容処理に従事した職員

病院、介護老人保健施設に勤務する職員

4,462

日額２３０円

336

千円

千円

日額３５０円

日額３００円

日額１９０円、２３０円社会福祉主事等の職務

市税、保険料等徴収

103.8

千円

財産差押に従事した職員

支給対象職員数

支給実績（平成26年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

市川市

徴収手当

支給率

市税、国保税等差押

29

26.8

日額４５０円

１件当たり１２０円

日額４５０円

日額２００円

日額６００円

日額２００円

日額１５０円

日額１００円、２３０円

市税の賦課調査等に従事した職員

医務手当

市税等歳入の徴収に従事した職員

社会福祉主事等の職務に従事した職員

予防接種勤務手当

施設勤務手当

清掃作業手当

葬儀作業手当

浄化槽の管理指導等に従事した職員

土木、公園の作業に従事した職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

健康相談指導手当

臨床検査手当

動物死体処理作業

ごみの収集、処理作業等に従事した職員

火葬、納骨等に従事した職員

火災、救急業務等

道路補修、草刈消毒等

特定化学物質取扱業務

動物飼育作業

消防車、救急車の運転業務

日額２５０円

夜間看護等手当

千円

61,794

１勤務２００円、４００円

日額３００円

日額４５０円

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度）

税の賦課、評価調査

検査、管理指導業務

守衛業務

特定化学物質の取扱に従事した職員

感染症消毒作業手当

守衛業務に従事した職員

出動手当
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（６）その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

（※）住居手当の持家かつ世帯主の場合の支給は平成26年9月30日で廃止。（平成29年9月30日まで3年間の経過措置あり）

－ －災害派遣手当

378

386,246

196,633

千円 137,387

4,699

94,500

73,043

2,467 千円

千円

228,479

55,779

官職に応じて46,300円
～139,300円を定額支
給

○電車、バスを利用す
る場合6ヶ月定期代を
基礎として1ヶ月当たり

239,218 136,229

308,903

支給職員１人当たり
平均支給年額
（２６年度決算）

支給実績
（２６年度決算）

千円

○借家(家賃12,000円
超に限る)限度額は市
と同じ

106,982

異

休日勤務手当

休日などにおいて勤務した場
合に、勤務1時間当たりの給
与額の100分の135を支給

管理職手当

千円

千円

300,726

千円 735,707

同

官職に応じて6,000円
～12,000円の範囲で支
給

管理職員特別勤務手当

宿日直勤務を命ぜられた職員
は、その勤務1回につき4,200
円(医師は20,000円)を支給

異

宿日直手当

災害対策基本法等により災害
応急対策または災害復旧の
ため派遣された職員が市内に
滞在することを要する場合、1
日3,970円～6,620円の範囲で
支給

管理職員が週休日又は休日
に本来業務以外で勤務した場
合に、職務に応じて5,000円～
10,000円の範囲で支給

武力攻撃事態等における国
民の保護のための措置に関
する法律等により国民の保護
の保護のための措置の実地
で派遣された職員が住所又は
居所を離れて市内に滞在する
ことを要する場合、1日3,970円
～6,620円の範囲で支給

同

職務に応じ52,900円～106,100
円を定額支給

との異同

国の制度と

異なる内容手　当　名

扶養手当

○配偶者 13,000円
○その他親族１人につき6,500
円(配偶者がない場合は1人
目11,000円)
○満16歳の年度初めから満
22歳の年度末まで子1人5,000
円加算

同

内容及び支給単価

国の制度

千円

○借家の場合(家賃6,000円を
超える場合に限る)家賃の額
に応じて月額27,000円を限度
に支給

夜間勤務手当

住居手当

通勤手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌日午前5時まで勤務
する職員に対し、その勤務1時
間につき勤務1時間当たりの
給与額の100分の25を支給

武力攻撃災害等派遣手当

異

○電車　6ヶ月定期相当額支
給
○バス　回数券相当額支給

－

異

同

－
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６　特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

　本市特別職の給料、報酬等は平成19年4月1日より、退職手当は平成25年9月18日より下表のようになっています。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円

円

(注) １．退職手当は任期毎の支給です。

　　　２．議員等の報酬は、経過措置により平成19年5月2日から適用となります。

　　　３.  退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年＝48月)勤めた場合における退職手当の見込額です。

給料月額×在職月数×支給率(0.29)　 (改正前の支給率 0.36 )

副市長

議   員

275,400

837,000

652,000

724,000
報
酬

議   長

616,000930,000

1,118,000

区　　　分

月　　　額
給
料

副市長

360,000604,000

(参考)類似団体における最高／最低額

市　 長

1期の手当額

計

21,945,600

1期の手当額 11,651,040

1,016,000

12月期 2.2ヶ月分

4.1ヶ月分

期
末
手
当

(平成26年度)

給料月額×在職月数×支給率(0.45)　 (改正前の支給率 0.57 )

議   員

算　定　方　式

議   長

市　 長

副市長
1.90ヶ月分6月期

副議長

606,000

任期満了時

退
職
手
当

385,000660,000副議長

支給時期

445,000724,000

給　　　　　　料　　　　　　月　　　　　　額　　　　　　等

市　 長

支給時期 任期満了時
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１１．職員数の状況

①部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年4月1日現在) 単位：人

業務増
事務の統廃合縮小
事務の統廃合縮小
事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小
業務増

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

業務増
業務増
業務増

業務増

（注）１．職員数は一般職に属する職員数であり、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

　　　２．(       ) 内は、条例定数の合計です。

　 　 ３．教育には教育長は含んでいません。

②年齢別職員構成の状況 （平成27年4月1日現在）

　

民生

対前年
増減数平成26年

主　な　増　減　理　由

衛生

総務
税務

724

455 459
1919

計
60歳

人
47歳

～～

39歳 43歳

～

人
3,23752459

人人
413 436

人
以上

～

389 447

18

56歳

51歳 59歳

897

44歳

35歳

7

△ 472,918

職員数
人 人 人 人

24歳 28歳20歳

未満

12

23歳 27歳

168
人

127 303 180

31歳

385

40歳

3,261

△ 5

人

52歳

296

～

55歳
人

　　特
　　別
　　行　部
　　政　門

53

512
400

512

326

24

321

48歳

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　42.74人
　(類似団体の人口1万人当たりの職員数　　　　 44.80人）

商工

　 公
　 営会
　 企計
　 業部

等門

4

36歳

2,021

319
その他
下水道

小　計

消防

106病院

教育

49

2,053

912

～

小　計

(　 　0)(3,265)

～

(3,575)

32歳

合　　計

区　分
20歳

4
153

113

23

3,237 △ 24

141

農林水産

普通会計計

一
般
行
政
部
門

議会 0

土木

労働

21

332
4

20

330

122
△ 29

　　　　　　　　　    区 　分
 部　 門 平成27年

4
123
753

職員数

△ 15

△ 15

2,965

小　計

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　68.47人

12

△ 2

〈参考〉
市川市の人口1万人当たりの職員数　　　 　　　　61.72人
　(類似団体の人口1万人当たりの職員数　　　　 61.70人）

0

～

251

～～

人

△ 1

△ 32

3

△ 2
0

0

5

10

15

20

-19 20-

23

24-

27

28-

31

32-

35

36-

39

40-

43

44-

47

48-

51

52-

55

56-

59

60

構
成
率

年齢層

年齢別職員構成

構成比

５年前の構成比

%

12



③職員数の推移 (単位：人・％）

（注）１．各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

　　　２．教育には教育長を含んでいます。

　　 ( 2.9% )

▲ 138

9

▲ 1472,918

（ ▲4.1% ）

▲ 91

▲ 59

3

（ ▲4.3% ）

過去5年間

2,966

401 385

512

（ ▲13.3% ）

　　 ( 0.6% )

（ ▲4.8% ）

512

の増減数（率）
25年 26年 27年

300

総合計 3,375 3,315 3,291 3,262 3,2373,262

296 319302

普通会計計 3,065 3,009

514 512

教育

2,991 2,960

公営企業等会計計 310 306

消防 509 513

414

2,051 2,034

426

23年 24年

2,112 2,065

444

22年

2,053 2,021

431

　　　　　　　　   　年　　度
  部　門　別

一般行政
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